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貧困ライン未満で暮らしている人々の数はなおも約 8 億人に上る（蟹江他 2017）。 
多くの途上国が貧困問題に直面しているが、ネパールもその最たる国の一つである。ネパールの人













 UNDP の公表する人間開発指数（HDI：Human Development Index）は開発が単に所得のみの問題で
はないとし、多様な側面が重なり合い問題が起こっているという考えから、教育、所得、保健の多様
な側面から開発の水準を表すことを試みている。 
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年から 2015 年までの HDI の推移を説明する（表 1）。 
ネパールにおける 2015 年の HDI は 0.558 である。これは HDI を測定している 188 の国と地域の中
で 144 位であり、低 HDI グループに位置づけられる。1990 年から 2015 年に HDI は 0.378 から 0.558
まで改善している。この約 25 年の間に平均寿命は 15.7 歳長くなり、平均就学年は 2.1 年、期待される
就学期間は 4.7 年伸びた。また１人当たり GNI は、1990 年から 2015 年に至るまで約 2 倍となってい
る（表 1）。 
表 1 ネパールにおける HDI 推移（1990－2016 年） 
年度 寿命 就学期間 
（年数） 
平均就学年 １人当たり GNI 
2011 PPP$ 
HDI 値 
1990 年 54.3 7.5 2.0 1168 0.378 
1995 年 58.5 8.1 2.2 1322 0.410 
2000 年 62.4 9.0 2.4 1526 0.446 
2005 年 65.5 9.6 2.8 1698 0.476 
2010 年 68.0 12.0 3.3 2012 0.529 
2011 年 68.4 12.3 3.5 2053 0.538 
2012 年 68.8 12.3 3.7 2132 0.545 
2013 年 69.2 12.4 3.9 2189 0.551 
2014 年 69.6 12.2 4.1 2288 0.555 
2015 年 70.0 12.2 4.1 2337 0.558 





局）によりネパールの生活水準調査（2011：44）によれば、（Nepal Living Standards Survey 2010/11 
Statistical Report）に拠れば、2010/11 年の都市部の平均世帯年間所得は 318,167NPR2（約 3,100 ドル）
                                                          
1 Central Bureau of Statistics of Nepal  
2 NPR はネパールルピーのこと。ネパール中央銀行の当時の為替レートは１NPR＝102 ドル。 
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であったが、農村部では 171,950NPR（約 1,600 ドル）であった。地域別では、最も豊かなカトマンズ
都市部の世帯所得が 404,511NPR（約 4,000 ドル）である一方、最も世帯所得が低い中西部・極西部の
丘陵部は 122,544NPR（約 1,200 ドル）にとどまっている。地域間格差は所得面だけでなく、教育など
他の指標でも起きている。職業では、農業賃金労働者が世帯主の家庭の貧困率は 47.03％で、ネパール
全体の平均を約 20％ポイントと上回っている。全体として貧困率は 1995/96 年度の 41.8％から 2003/04
年度の 30.8％、2010/11 年度の 25.5％へと減少しており、貧困状況は改善傾向にある（表 2）。 
表 2 ネパールの貧困率 
 1995/96 年度 2003/04 年度 2010/11 年度 
ネパール全体 41.8％ 30.8％ 25.2％ 
都市部 21.6％ 9.6％ 15.46％ 











“Bottom of the Pyramid” 「所得ピラミッドの底辺」（以下は BOP）は、米ミシガン大学の C・K・プ
ラハラード教授と米コーネル大学のスチュアート・L・ハート教授によって 2002 年初頭に
“Strategy+Business”に掲載された論文「経済ピラミッド底辺の隆盛」（The Fortune at the Bottom of the 
Pyramid）により提唱された概念である。この論文では経済ピラミッドの中で、１人当たり GDP が購
買力平価でみて 1,500 米ドル未満の人々を BOP 層として取り上げている。その後、2004 年に C・K・
プラハラード教授によって、『ネクスト・マーケット』（The Fortune at the Bottom of the Pyramid 
Eradicating Poverty Through Profits）が出版され、更に様々な企業による BOP への興味・関心を高める
ことになった。当初は、“Bottom of the Pyramid”（所得ピラミッドの底辺）であったが“Bottom”（底辺）
と言う表現が有識者、NPOs あるいは NGOs、さらにはいくつかの企業から問題視されたため近年は
“Base”（基盤）が一般的になっている（平本他, 2010：3）。 
機関や著者によって BOP の定義は多様であるが、2007 年に国際金融公社（IFC）と世界資源研究所
（WRI）が発表した「次なる 40 億人：経済ピラミッドの底辺（BOP）の市場規模とビジネス戦略」（The 
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Next 4 Billion: Market Size and Business Strategy at the Base of the Pyramid）では、BOP 層とは、開発途上
地域において 1 人当たり年間所得（購買力平価換算）が 3,000 ドル未満の世帯を指すと定義されてい
る。（平本他 2010：3） 
 








出所：野村総合研究所（2010：4）原出所（Hammond et al. 2007） 
 
図 1 によると、TOP 層は先進国の中間所得以上と発展途上国の一部エリートで構成される。１人当
たり GDP が 2 万ドルを超える約 1.75 億人が含まれる。MOP 層は先進国の貧困層と開発途上国の中間
所得層からなり、１人当たり GDP が 3,000 ドルから 20,000 ドルの約 14 億人である。そして、BOP 層
は年間所得 3,000 ドル未満で生活している約 40 億人のことを示している。BOP 層は世界人口の 72％
を占めており、家計所得は年間総額 5 兆ドルに達するとされている。アジアにおいて BOP 層は 28 億
5,800 万人存在し、BOP 家計所得は 3 兆 4,700 憶ドルにも達し、世界 BOP 家計所得の 7 割程度を構成し
ている。 
2．BOP ビジネスの定義 
BOP ビジネスの概念の提唱から現在に至るまで様々な研究者および機関によって BOP ビジネスの
定義も多様であるが、ここに、それらの中からよく知られている著者および機関の定義を紹介する。
Hammond et al.（2007）は、途上国の BOP 層にとって有益な製品・サービスを提供することで、当該
国の生活水準の向上に貢献しつつ、企業の発展も達する持続的なビジネスであると定義している。 
2010 年 10 月に経済産業省によって設立された BOP ビジネス支援センターは、「主として、途上国
の低所得階層（年収 3,000 ドル以下、全世界の 7 割、40 億人）を対象とした持続可能な、現地での様々
な社会課題（水、生活必需品・サービスの提供、貧困削減等）の解決に資することが期待されるビジ
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ネパール国勢調査によるとラメチャップ郡の人口は約 20 万 1 千人であり面積は 1546 平方キロメー
トルである。ラメチャップは、ネパールにある 75 郡のうち、生活水準や経済活動で見た開発指標では





                                                          
3 BOP ビジネス支援センターhttps://www.bop.go.jp/bop に拠る。 
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表 3 村落開発委員会（VDC）別人口構成 
通番 VDC 名 男性 女性 合計 
1 ベタリ（Betali） 2,047 2,436 4,483 
2 ツツレ（Chuchure） 1,214 1,415 2,629 
3 ラシュナル（Rasnalu） 2,034 2,390 4,424 





人、全地域を合わせて約 1 万 4 千人の人口が存在する（表 3）。 




本ビジネス・モデルでは、このような状況で生活を送っている約 1 万 4 千の人々の生活水準を向上さ
せる目的で、ラシュナル VDC の第４地区（ブルケ）とツツレ VDC の第 1 地区（ガルジャン）において
ミツマタを加工する紙漉き施設を建設する。施設がある村の人々だけでなく周辺の村、ベタリ VDC の
高地にあるリセカニとガイリ村、トーセ VDC のドルゼ、リセ、アルボテなどの村の人々も参加できる。 










図 2 は 4 つの村の年齢別人口構成を示している。人口は発展途上国にとって経済成長に関する重要
な制約要因の 1 つであろう。さらに、労働力人口の割合も経済成長に影響を与えることが観察できる。
年齢別人口構成に目を向けると 0～14 才は 33％、15～59 才は 55％、60～74 才は 9％と 75 才以上の人
口は 3％である。ネパール全国では 2001 年に 54％であった労働力人口は 2011 年には 57％にまで増加
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もう一つは、世界銀行が 1994 年に公表したレポート Infrastructure for Development（開発のためのイン
フラストラクチャー）である。このレポートでは、各国のインフラ整備状況と経済成長率の関係性を









多く、幅員も約 2.5 メートルであり大型車 1 台が通行可能な程度で対面通行は困難である。2000 年代
にヒマールパワー社（Himal Power Limited）によってジリからラメチャップ郡のラシュナル VDC を経
由してベタリ VDC まで未舗装道路が建設された。沿線に暮らす人々は、この道路によって初めて、
車が通行する道へのアクセスを得た。この道路の現況は車両の通行はできるがなお建設中である。こ
の道路を使ってカトマンズからラシュナルまでの交通時間は約 10 時間ぐらいである。 





 シンズリ道路（Sindhuli Road） 
シンズリ道路は日本の援助によって建設されたものである。1996 年 11 月からおよそ 20 年をかけて
2015 年 3 月に完成し、日本からネパールに引き渡された。カブレ（Kavre）郡のドゥリケル（Dhulikhel）
を起点としてクルコット、シンズリを経由してバルディバス（Bardibas）に至る総延長 160 キロの片
側 1 車線の舗装路である（亀井 2016：21-23）。道路の途中クルコットからラメチャップと連絡する
道路を使うとカトマンズからの交通時間は約 6 時間である。 
 ラメチャップ郡は、これらの 3 つの道路と接しているが多くの VDC には道路が通っていないのが




                                                          
4 Asian Development Bank 
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紙（Lokta Paper）とも呼ばれている。ネパールではおよそ 12 世紀から手漉き紙の生産が始まり、ヒン
ズー教や仏教の経典および公文書の保存に使われてきた長い歴史を持つ（GTZ 2007:5）。 
本章では、貧困層の人々の生活水準を改善するため現地で自生しているミツマタとロクタを活用し、















2016：6）。ネパール全国では年間 110,481 トンの原料が入手可能であっても 800～1,000 トンしか採集
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いく。JICA が実施したイラム郡の事例によれば、JICA が実施したイラム郡の事例によれば、2.78 ヘク
タールの土地面積で 33,334 のミツマタが栽培できる。33,334 の原木の重量は約 16,667kg となる。原木か
ら直ちに皮をはぎ、取られた黒皮には表皮、傷、休眠芽などがたくさん付いているので、水に漬けて柔













0.03 334 167 12 10 
0.28 3,334 1,667 117 100 
2.78 33,334 16,667 1,167 1,000 
27.78 333,334 166,667 11,667 10,000 
277.78 3,333,334 1,666,667 116,667 100,000 
出所：（JICA 2017a：54 ページ）より筆者作成。 
JICA の計算によると、1 ヘクタールの土地で 12,000 本程度のミツマタを栽培できる。原木 1 本の重さは
約 0.5kg で原木の重量の約 6％が白皮になる。すると 1 ヘクタールの土地で約 360kg の白皮が採集できる。
ラメチャップ郡地方開発委員会のデータによると 4 つの村でロクタ栽培できる面積は約 5,000 ヘクタール
である。この面積に栽培出来れば約 1,800 トンの原料採集が可能である。白皮 1kg の現地販売価格は約











技術が必要となるが、ネパールにおいては特別な用具や機械は使わずに加工されている。（JICA 2017a）。  
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2．手漉き紙の使用 













芸組合連盟（FHAN: Federation of Handicraft Association of Nepal)の 2015 年の資料によると、ネパール
の手漉き紙の輸出は毎年約４億 NPR（約４億円）に上る。手漉き紙は高品質、防虫、エコフレンドリ
ー、長持ちなどといった特性を備えているためグローバル市場からも注目されている(GON&ITC 




工、1,000 人は紙生産、そして残りの 1,000 人は紙製品生産に携わっている（UNDP 2016b）。 
 ネパールを代表する手工芸品は、パシュミナ製品、羊毛製品、シルバーアクセサリー、金属彫像と
紙製品である。FHAN によると、それぞれの輸出製品の中では、手漉き紙・紙製品の輸出額は第５番
目である。1997 年に大体 9,600 万 NPR（日本円では大体１億円）であった輸出金額は 2005 年に伸び
て 2.69 億 NPR（約 2.80 億円）になった。2005 年から 2009 年に至るまでの輸出金額は大体 2.42 億 NPR
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表 5 ネパール手漉き紙輸出 
年度 金額 年間増減率 
2009/10 270,501,358 ― 
2010/11 310,145,680 14.65% 
2011/12 410,212,567 32.26% 
2012/13 358,777,610 -12.54% 
2013/14 414,727,980 15.60% 





マタの原木の皮をはいで加工した白皮約 100 トンが必要である。9 割以上を中国とネパールからの輸




4．手漉き紙 BOP ビジネス・モデル 
 ここでは、農村部の人々の雇用を創出し、生活水準の向上に貢献できる BOP ビジネス・モデルを紹
介する。図 4 では、手漉き紙 BOP ビジネス・モデルを簡潔に示している。 












ネパールにおける貧困解決策としての「手漉き紙 BOP ビジネス・モデル」の構築 































ンは図 5 の通りである。このバリューチェーンでは事業企画・設計するのは BOP 企業、ミツマタ栽培・
採集するのは現地の人々で紙の生産および紙製品の工程にも現地の人々を雇用する。また、現地から
発送先であるカトマンズやインドまでの運送にも現地の物流企業家を活用する。 
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